
※車いすや手話通訳を希望する場合は要事前相談

①（仮称）調布市民健康づくりプラン・調布市食育推進基本計画（素案）
意見の提出（案の公開）期間／12月８日㈮（必着）まで
意見の提出先・問い合わせ／〒182－0026小島町２－33－１健康推進課（保
健センター４階）☎441－6100・■Ｆ441－6101・■Ｅkenkou@city.chofu.lg.jp

②調布市不登校支援プラン（素案）
意見の提出（案の公開）期間／12月６日㈬～１月５日㈮（必着）
意見の提出先・問い合わせ／〒182－0026小島町２－36－１教育委員会指導
室（教育会館５階）☎481－7585・■Ｆ481－7785・■Ｅsidou@city.chofu.lg.jp
❶❷共に
案の公開場所／意見の提出先、公文書資料室（市役所４階）、神代出張所、
文化会館たづくり11階みんなの広場、市民活動支援センター（市民プラザあ
くろす２階）、各図書館・公民館・地域福祉センター（染地・調布ケ丘除く）、
教育会館（１階）、子ども家庭支援センターすこやか、青少年ステーション
CAPS、市■HP❷のみ総合福祉センター　意見の提出方法／直接（平日のみ）
または郵送・FAX・Ｅメール・専用フォームに、住所、氏名、意見を明記し、
期限までに問い合わせ先に提出（各公共施設の意見提出箱にも提出可。各公
共施設の開館状況は市■HP参照、または要問い合わせ）
提出意見と市の考え方の公表／❶２月中❷３月中に市の■HPなどでお知らせ
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●高齢者虐待の「早期発見」は、高齢者の権利を守るための第一歩です
　怒鳴り声が聞こえたり、身体に痣があるなど虐待が疑われる行為や身体の状態を発見した場合はご連絡ください。なお、連絡した方の個人情報は守られます。
　■問高齢者支援室☎481－7150

　扶養控除等の対象となる国外居住親族の要件が厳格化され、原則として30歳
以上70歳未満の方が除外されます。ただし、次の方は扶養控除等の対象とする
ことができます。
１留学により国内に住所・居所を有しなくなった方　２障害のある方
３ 納税義務者からその年において生活費または教育費に充てるための支払を38

万円以上受けている方
※なお、国外居住の配偶者が配偶者控除を受けるための要件は変更なし
【提出または提示が必要な書類】
　国外居住親族に係る扶養控除等の適用を受ける場合は、市民税・都民税申告
書の提出時に「親族関係書類」や「送金関係書類」が必要です。
※外国語で記載の書類は和訳文も必要。国外居住者が30歳以上70歳未満の場合
は、次の書類も必要。ただし、年末調整により扶養控除等の適用を受けている
場合は不要

①留学により国内に住所・居所を有しなくなった方／留学ビザなどの書類
②障害のある方／診断書や障害者手帳などの提出を求める場合あり
③納税義務者からその年において生活費または教育費に充てるための支払を38
万円以上受けている方／親族ごとに38万円以上の送金書類

　令和６年度（令和５年分の所得税の確定申告）から、特定配当等及び特定株
式等譲渡所得金額に係る所得の課税方式を所得税と一致させることとなり、令
和６年度分から上場株式等の所得に関する住民税の課税方式の選択はできなく
なります。

　国内に住所がある個人に対して課税され、個人住民税均等割とあわせて１人
年額1000円が徴収されます。その全額が、国から森林環境譲与税として都道府
県・市区町村へ譲与されます。

申告書の記入
　確定申告書第２表「住民税に関する事項」または市・都民税申告書表面の「寄
附金に関する事項」欄に寄附金額を記入。どちらかの書類に記載がないと控除
が受けられません。
必要 書類
① 自治体、国、募金団体から交付された受領証または預り証※ふるさと納税の

場合は、「受領証」に代えて、特定事業者（国税庁■HP参照）発行の年間寄附
金額が記載された「寄附金控除に関する証明書」の添付も可

② 振込依頼書の控え、または郵便振替の半券（共に原本に限る）。半券に記載
された口座が、募金団体により設けられた義援金などの専用口座であること
が確認できる新聞記事や募金要綱、募金趣意書などの写し（振込先が国、被
災自治体、日本赤十字社または中央共同募金会の義援金専用口座である場合
は、振込依頼書の控え、または郵便振替の半券のみの添付で可）

③ 新聞社などが募金団体の場合は、寄附者の住所、氏名と寄附金額が記載され
た新聞記事など

　３月15日㈮までに税務署に所得税の確定申告をしてください。確定申告をし
ない方は、令和６年１月１日現在お住まいの市区町村で市・都民税（住民税）
の申告をしてください。

●通常の寄附金
■対都道府県・市区町村への寄附金（ふるさと寄附金（ふるさと納税））、東京都
共同募金会、日本赤十字社東京都支部に対する寄附金、東京都が条例で指定し
た寄附金、調布市が条例で定めた寄附金
調布市が条例で定めた寄附金の条件
·財務大臣指定寄附金または独立行政法人・地方独立行政法人・公益社団法人
・公益財団法人・学校法人・社会福祉法人・更生保護法人・認定NPO法人へ
の寄附金：市内に事務所または事業所を有する法人に対する寄附金であること
·特定公益信託の信託財産とするための支出：特定公益信託の信託財産とする
ために支出した寄附金であること
※東京都が指定した寄附金は東京都主税局■HP参照、または東京都課税指導課
☎03－5388－2969へ問い合わせ
●被災地に対する寄附金など
■対令和５年中（令和５年１月１日～12月31日）の被災自治体への寄附金、ほか
の自治体や国を通じての被災者への義援金と日本赤十字社や中央共同募金会な
どへの義援金（最終的に被災地方団体または地方団体の義援金配分委員会など
に拠出されることが新聞記事、募金要綱または募金趣意書などで明記されてい
るもの）

第７回高齢者福祉推進協議会
■日12月14日㈭午後６時30分～８時30分（受付６時15分～）　
■所文化会館たづくり12階大会議場　
■定当日先着３人　
■問高齢者支援室☎481－7149・■Ｆ481－4288
第２回手話言語及び障害者の意思疎通に関する条例検討委員会
■日12月19日㈫午後７時～９時（受付６時40分～）　
■所文化会館たづくり10階1002学習室
■定当日先着５人
■問障害福祉課☎481－7094・■Ｆ481－4288
第４回都市計画審議会
■日12月21日㈭午後２時～（受付１時40分～）　
■所市役所４階全員協議会室　■定当日先着４人
■問都市計画課☎481－7453
第５回調布市廃棄物減量及び再利用促進審議会
■日12月21日㈭午後６時～（予定）　
■所市長公室　■定当日先着３人　
■問ごみ対策課☎042－306－8781

■問市民税課☎481－7193～7

市■HPで「市民税・都民税額やふるさと納税控除上限額の目安の試算」、「市民税・都民税申告書の作成」を行うことができます。
定額減税は、詳細などが分かり次第、別途お知らせします。
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